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＜＜＜＜議案議案議案議案名名名名＞＞＞＞議案議案議案議案13131313号号号号    津島市都津島市都津島市都津島市都市計画法市計画法市計画法市計画法にににに基基基基づくづくづくづく開発行為等開発行為等開発行為等開発行為等のののの許可許可許可許可のののの基基基基

準準準準にににに関関関関するするするする条例条例条例条例のののの制定制定制定制定についてについてについてについて    

                                                                                

１１１１    制定内容制定内容制定内容制定内容    

  都市計画法第34条第12号及び都市計画法施行令第36条第１項第３号ハ（参考１）

の規定に基づき、市街化調整区域における開発行為等の基準を条例で定めることに

より、工場の建設の用に供する開発行為及び建築行為等を可能とするものである。 

２２２２    制定理由制定理由制定理由制定理由    

周辺における市街化を促進する恐れがないと認められ、かつ市街化区域内において

行うことが困難又は著しく不適当と認められる開発行為及び建築行為等について、政

令で定める基準に従い、区域、目的又は予定建築物の用途を定める必要があるため。 

３３３３ 指定候補地指定候補地指定候補地指定候補地    

津島市都市計画マスタープランにおいて、工業・物流拠点(参考２）とされている

地域のうち、優良な集団農地等でないこと等を勘案し、市長が定める。 

施行期日は平成 27 年４月１日である。 

４４４４    許可要件許可要件許可要件許可要件およびおよびおよびおよび業種業種業種業種    

  （許可要件） 

○９ｍ以上（開発行為等を行う区域が１ha 未満の場合は６ｍ以上）の幅員の道路

に接道していること。 

○開発行為等を行う区域の面積が 0.3ha 以上 5.0ha 未満であること 

  （開発等が可能となる業種） 

○愛知県が定めた企業立地促進法に基づく基本計画のうち、西尾張地域基本計画

において集積業種として指定されている以下の業種 

    ・繊維関連産業 

    ・電気・電子機器関連産業 

    ・輸送機械関連産業 

    ・農商工連携関連産業 

※物流関連産業は除く 

５５５５    施行期日施行期日施行期日施行期日    

  平成 27 年４月１日 
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参考参考参考参考１１１１    

（（（（都市計画法都市計画法都市計画法都市計画法））））    

第第第第 34343434条条条条     前条の規定にかかわらず、市街化調整区域に係る開発行為（主として第二種

特定工作物の建設の用に供する目的で行う開発行為を除く。）については、当該申請に

係る開発行為及びその申請の手続が同条に定める要件に該当するほか、当該申請に係

る開発行為が次の各号のいずれかに該当すると認める場合でなければ、都道府県知事

は、開発許可をしてはならない。  

１１１１～～～～11111111    略略略略  

12121212    開発区域の周辺における市街化を促進するおそれがないと認められ、かつ、市街

化区域内において行うことが困難又は著しく不適当と認められる開発行為として、

政令で定める基準に従い、都道府県の条例で区域、目的又は予定建築物等の用途を

限り定められたもの 

（（（（都市計画法施行令都市計画法施行令都市計画法施行令都市計画法施行令））））    

第第第第 36363636条条条条  都道府県知事（指定都市等の区域内にあつては、当該指定都市等の長。以下

この項において同じ。）は、次の各号のいずれにも該当すると認めるときでなければ、

法第四十三条第一項 の許可をしてはならない。  

１１１１    ～～～～２２２２    略略略略    

３３３３    当該許可の申請に係る建築物又は第一種特定工作物が次のいずれかに該当するこ

と。 

イイイイ～～～～ロロロロ    略略略略    

ハハハハ 建築物又は第一種特定工作物の周辺における市街化を促進するおそれがないと

認められ、かつ、市街化区域内において行うことが困難又は著しく不適当と認め

られる建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設とし

て、都道府県の条例で区域、目的又は用途を限り定められたもの。この場合にお

いて、当該条例で定める区域には、原則として、第八条第一項第二号ロからニま

でに掲げる土地の区域を含まないものとする。 
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参考参考参考参考２２２２    

 
 

参参参参考考考考３３３３    都市計画法第都市計画法第都市計画法第都市計画法第 34343434 条第条第条第条第 12121212 号等号等号等号等にににに係係係係るるるる手続手続手続手続きききき流流流流れれれれ    

  

 

津島市都市計画津島市都市計画津島市都市計画津島市都市計画マスタープランマスタープランマスタープランマスタープラン全体全体全体全体図図図図    
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